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地域振興ビジョンとその課題の構造分析手法に関する研究

学位論文内容の要旨

  本研究では漁港漁村において漁業就業者及び地域人口の減少により過疎化が進行する中

で、将来にわたり我が国漁業が食糧安定供給、地域振興、国土管理、文化の継承及びレクリ

エーションの場の提供という機能を果たすため、漁業生産と生活の基盤である漁港漁村が長

期的に如何にあるべきかということに主眼を置き、以下の3点に関する研究を行った。

（ 1） 地 域 将 来 構 想 計 画 と そ の 問 題 点 に 関 す る 研 究 （ 漁業 地 域 の事 例 ）

    平成7年に策定された「北海道マリンビジョン21」は、21世紀の北海道水産業と漁港漁

  村の姿として、適正な所得を担保された漁業就業者による現漁獲量の8％増（6．5万トン）

  の生産体制の確立を描いているが、漁業就業者自体は半減するものと予想している。

    このようなビジョンの現実的な展開にあたって課題となっているのは、（1）漁業生産の維

  持・増大および地域振興と漁港漁村整備事業の問の効果・波及関連の解明、(2)6．5万卜ンの

  増産を担う増養殖漁業振興、(3)漁業就業者数が現状の半数になる場合の活カある漁村社会

  の維持であり、これらにっいての具体的方策、特に漁港漁村整備が担う具体化方策を探る

  必要がある。

    本研究は、北海道マリンビジョン21で示された概ね20年後の主な指標の数値目標につ

  いて、将来構想策定の基準年次（1990年）から現在までの推移をみることで、構想策定後

  の動向を分析する。次にその推移を考慮した新たな将来予測を行い、当初の目標と比較す

  ることで、新たな課題を設定するとともに目標を達成するために必要な具体の漁港漁村整

  備量を定量的に示した。

    更に、北海道を3海区（日本海区、太平洋海区、オホーツク海区）に分け、海区の特性

  を考慮した具体の漁港漁村整備量についても定量的に示した。

    また、北海道マリンビジョン21では、7つのモデル地区を選定し、地区別マリンビジョ

  ンを策定している。この7つのモデル地区のうち、奥尻町における将来構想計画をフオロー

  アップし、漁業資源増加のために必要な静穏水域の造成面積と地域人口維持のために必要

  な就業機会の創出量を定量化した。

(2)産 業 （ 漁 業 ） 振 興 の 担 い 手 確 保 問 題 の 構 造 分 析 手 法 に 関 す る 研 究

    我が国の漁業就業者は昭和28年の約80万人を頂点として減少傾向が続いている。平成

  12年には26万人となり、男子漁業就業者にっいては、60歳以上の階層の割合が45％を

  越え、高齢化が進行している。若年齢層の参入が低水準にとどまる中でこの傾向は今後も

  継続すると思われ、このことは漁業の健全な発展に悪影響を及ぼすことはもちろん、漁業

  を 主 要 産 業 と し て い る 漁 村 地 域 の 活 カ の 低 下 を 招 く も の で あ る 。



    一方、北海道における漁業就業者の動向は、平成12年に3．1万人となり、男子就業者

  については60歳以上の階層の割合が30％であり、更に、第10次漁業センサス（Hl0)に

  おける支庁別の年齢構成比によれば60歳以上の漁業就業者の割合が50％を越える支庁は

  石狩（63％）、桧山（53.2％）、留萌（50．6％）といった日本海側に集中しており、若い

  就業者の新規参入の減少が大きな要因と考えられる。

    このような高齢化の進行や新規参入者の不足がみられる中で、漁村では後継者確保、女

  性の就労環境の創出、高齢者の生きがぃづくりなどの視点から、地域活カの低下を防ぐた

  めの施策が求められている。

    このように、漁業と漁村の振興にとって大きな問題となっている漁業就業者の減少につ

  いて、後継者不足や新規参入の減少に関する要因の抽出と解決するための施策の選定を、

  地域性の異なる5地域において実施し、DEMATEL法、ISM、AHPといった幾何学的手法

  を用いることによって要因の相互関係と産業・生活文化・地域振興等の視点から施策の重

  要度評価手法に関する3つの研究を行った。

    基本施策の相互関係(DEMATEL法）と施策の優先度評価（AHP)―大分県姫島村と北海

  道奥尻町の事例―では、漁業後継者の確保を最終目標とし、両漁村の振興計画（姫島村総合

  計画、奥尻町発展計画）の中から目標を達成するために必要な基本的施策とそれを具現化す

  る具体的方策を抽出し、施策の階層化を行った。更に、各段階で目標を設定して下位階層の

  施策の重要度分析をAHPで行った。また両町には町の発展目標として複数の目標と基本

  的施策を掲げており、これらの目標と基本的施策は相互に関連している。これらの相互関

  係をDEMATEL法で分析した。

    次に、問題事項の相互関係（DEMATEL法）と要因の階層化（ISM)―北海道奥尻町と

  大成町の事例―では、漁業後継者不足の要因と後継者確保に寄与する施策の抽出を行い、

  その要因問の関係をシステムとして捉え、問題の起因分析をDEMATEL法及びISMで行

  っ た 。 ま た 後 継 者 確 保 に 寄 与 す る 施 策 の 重 要 度 を AHPで 評 価 し た 。

    問題事項の相互関係（DEMATEL法）と要因の階層化（ISM)及．び問題総合解決効果の

  評価―北海道苫前町と室繭市追直地区の事例ーでは、漁業後継者不足の要因を産業、生活

  文化、自己実現とぃう項目に分類し、要因間の相互関係をDEMATEL法で分析し、要因の

  起因階層化をISMで分析した。

    更に、漁業後継者確保の問題に対応した対策を抽出し、対策を講じることによる問題解

  決ーの有効性を、問題要因の間接的影響を考慮したDEMATEL法で得られる総合影響係数

  を考慮した問題解決総合効果として評価した。

(3)地域振興問題の構造分析に関する研究一北海道サロマ湖地区―

    漁村は豊かな自然環境による持続的な水産資源の維持に支えられ成り立っている。そし

  て自然環境の保全と水産資源の維持を行う人々の生活・文化がある。本研究では産業、生

  活・文化、環境の相互関連を環境社会システムと定義し、このシステムにより維持されて

  い る 漁 業 と 漁 村 に お け る 問 題 と そ の 対 策 を 研 究 対 象 と し て い る 。

    この環境社会システムを維持、保全していくための問題、その問題相互の関係、問題起

  因構造及びその問題ごとの対策の有効性を北海道サロマ湖地区を事例として分析した。具

  体的には、問題要素を抽出し各要素の環境社会システムにおける問題の大きさ、原因性及

  び問題要素の相互関係をDEMATEL法により分析した。また、環境社会システムにおける

  問題要素の起因と結果の階層をISMにより分析した。更に、環境社会システムにおける
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問題要素への対策の問題解決総合効果をDEMATEL法で導かれた直接影響行列を活用し
て評価した。
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地域振興ビジョンとその課題の構造分析手法に関する研究

  本研究では漁港漁村において漁業就業者及び地域人口の減少により過疎化が進行する中で、将来

にわたり我が国漁業が食糧安定供給、地域振興、国土管理、文化の継承及ぴレクリエーションの場

の提供という機能を果たすため、漁業生産と生活の基盤である漁港漁村が長期的に如何にあるべき

かということに主眼を置き、以下の3点に関する研究を行った。

（1）地域将来構想計画とその問題点に関する研究（漁業地域の事例）

    「北海道マリンピジョン21」は、21世紀の北海道水産業と漁港漁村の姿として、適

  正な所得を担保された漁業就業者による現漁獲量の8％増（6.5万トン）の生産体制の

  確 立 を 描 い て い る が 、 漁 業 就 業 者 自 体 は 半 減 す る も の と 予 想 し て い る 。

  このようなピジョンの現実的な展開にあたって課題となっているのは、（1）漁業生産の

  維持・増大および地域振興と漁港漁村整備事業の間の効果・波及関連の解明、(2)6．5万

  トンの増産を担う増養殖漁業振興、(3)漁業就業者数が現状の半数になる場合の活カある

  漁村社会の維持であり、これらについての具体的方策、特に漁港漁村整備が担う具体化

  方策を探る必要がある。

    本研究は、北海道マリンピジョン21で示された概ね20年後の主な指標の数値目標に

  ついて、将来構想策定の基準年次（1990年）から現在までの推移をみることで、構想

  策定後の動向を分析する。次にその推移を考慮した新たな将来予測を行い、当初の目標

  と比較することで、新たな課題を設定するとともに目標を達成するために必要な具体の

  漁港漁村整備量を定量的に示した。

    更に、北海道を3海区（日本海区、太平洋海区、オホーック海区）に分け、海区の特性を考慮

  した具体の漁港漁村整備量についても定量的に示した。また、北海道マリンピジョン21では、7

  つのモデル地区を選定し、地区別マリンピジョンを策定しているが、このうち、奥尻町における

  将来構想計画をフオローアヅプし、漁業資源増加のために必要な静穏水域の造成面積と地域人口

  維持のために必要な就業機会の創出量を定量化した。

の産業（漁業）振興の担い手確保問題の構造分析手法に関する研究

    我が国の漁業就業者は昭和28年の約80万人を頂点として減少傾向が続いている。平成12年

― 1143―



、には26万人となり、男子漁業就業者については、60歳以上の階層の割合が45％を越え、高齢化

  が進行している。若年齢層の参入が低水準にとどまる中でこの傾向は今後も継続すると思われ、

  このことは漁業の健全な発展に悪影響を及ぽすことはもちろん、漁業を主要産業としている漁村

  地域の活カの低下を招くものである。

    一方、北海道における漁業就業者の動向は、平成12年に3．1万人となり、男子就業者につい

  ては60歳以上の階層の割合が30％であり、更に、第10次漁業センサス(Hl0)における支庁

  別の年齢構成比によれぱ60歳以上の漁業就業者の割合が50％を越える支庁は日本海側に集中し

  ており、若い就業者の新規参入の減少が大きな要因と考えられる。このような高齢化の進行や新

  規参入者の不足がみられる中で、漁村では後継者確保、女性の就労環境の創出、高齢者の生きが

  いづ くりなど の視点か ら、地域活カの低下を防ぐための施策が求められている。

    このように、漁業と漁村の振興にとって大きな問題となっている漁業就業者の減少に関する

  要因の抽出と解決するための施策の選定を、地域性の異なる5地域において実施し、DEMATEL

  法、ISM、AHPといった幾何学的手法を組合わせて用いることによって要因の相互関係と産業・

  生活文化・地域振興等の視点から施策の重要度評価手法に関する3つの研究を行った。

    基本施策の相互関係（DEMATEL法）と施策の優先度評価（AHP）―大分県姫島村と

  北海道奥尻町の事例ーでは、漁業後継者の確保を最終目標とし、両漁村の振興計画の中か

  ら目標を達成するために必要な基本的施策とそれを具現化する具体的方策を抽出し、施策

  の階層化を行った。更に、各段階で目標を設定して下位階層の施策の重要度分析をAHPで行

  った。また両町の発展目標として複数の目標と基本的施策を掲げており、これらの目標と基本的

  施策は相互に関連していて、これらの相互関係をDEMATEL法で分析した。次に、問題事項の

  相互関係(DEMATEL法）と要因の階層化(ISM)―北海道奥尻町と大成町の事例ーでは、漁

  業後継者不足の要因と後継者確保に寄与する施策の抽出を行い、その要因間の関係をシステムと

  して捉え、問題の起因分析をDEMATEL法及びISMで行った。また後継者確保に寄与する施策

  の重要度をAHPで評価した。問題事項の相互関係と要因の階層化及び問題総合解決効果の評価

  ―北海道苫前町と室蘭市追直地区の事例―では、漁業後継者不足の要因を産業、生活文化、自己

  実現という項目に分類し、要因間の相互関係をDEMATEL法で分析し、要因の起因階層化をISM

  で分析した。

    更に、漁業後継者確保の問題に対応した対策を抽出し、対策を講じることによる問題解決への

  有効性を、問題要因の間接的影響を考慮したDEMATEL法で得られる総合影響係数を考慮した

  問題解決総合効果として評価した。

(3)地域振興問題の構造分析に関する研究―北海道サロマ湖地区一

    漁村は豊かな自然環境による持続的な水産資源の維持に支えられ成り立っている。そして自然

  環境の保全と水産資源の維持を行う人々の生活・文化がある。本研究では産業、生活・文化、環

  境の相互関連を環境社会システムと定義し、このシステムにより維持されている漁業と漁村にお

  ける問題とその対策を研究対象としている。この環境社会システムを維持、保全していくための

  問題、その問題相互の関係、問題起因構造及びその問題ごとの対策の有効性を北海道サロマ湖地

  区を事例として分析した。具体的には、問題要素を抽出し各要素の環境社会システムにおける問

  題の大きさ、原因性及び問題要素の相互関係をDEMATEL法により分析した。また、環境社会

  システムにおける問題要素の起因と結果の階層をISMにより分析した。更に、環境社会システ

  ムにおける問題要素への対策の問題解決総合効果をDEMATEL法で導かれた直接影響行列を活

  用して評価し、その有効性を明らかにした。
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  これを要するに、著者は、漁村振興策を決定する際に必要な、地域社会の構造分析を行うために

数種の分析手法を結合して分析する手法を明らかにし、その適用性を確認したもので、地域計画学、

港湾工学に寄与するところ大なるものがある。

  よ っ て 、 著 者 は博 士 （ 工 学 ） の 学 位 を 授 与 さ れ る 資 格 あ る も の と 認 め る。
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